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１．目的  

 近年，都市と交通を取り巻く社会構造の課題として，

郊外型のライフスタイルが生む自動車依存の生活，少

子高齢化などがあげられ，よりよい環境，持続可能な

成長といった都市が求められている．その中で問題解

決のパラダイムとして，「脱」自動車依存型社会，公共

交通機能の強化があげられる．そこで，新たな時代に

ふさわしい公共交通の確立として，都市，環境，人に

配慮した公共交通である LRT の導入が進められている．

本研究の目的は，独自に設定した仮想都市空間に LRT

を導入することで人の車から LRT への転換が予想され，

社会全体として社会的コストを減少させ，どの程度の

純便益が見込まれるかを考察することである． 

２．研究方法  

 帯状の仮想都市空間を設定し，LRT を考慮した微視

的道路交通シミュレーション(CaTS)１)を適用し，LRT 導

入前と導入後で交通量や，所要時間等の変化を求め，

最終的に費用便益分析を用いて評価する． 

３．仮想都市空間の概要 

 対象地域としては，郊外から都心部に続く 10km の主

要幹線道路と沿線 2km の住宅地から構成する．発生す

る交通需要としては，都心部から郊外へ向けて約 10km

の距離をもつ京都市の河原町から長岡京市を参考とし

て人口密度を求め，設定した住宅地に組み込んだ．ま

た，全人口の 8 割が外出するとして，自動車への平均

乗車数 1.5 人等を考慮して，自動車の一日の発生量を求

めた．その後，京都市パーソントリップ調査(2004 年)

を参考として，時間帯別交通量を求め，OD データを作

成した．交通需要の目的地は，都心部と郊外に 8 対 2，

7 対 3 の割合で発生すると仮定した． 

４．費用便益分析 

 土木計画の評価は，その計画を実施するために必要

とされる投入資源と計画のもたらす成果を比較分析す

ることによってその有効性を評価する．公共事業の効

率性が問われるなか，事業推進が妥当であるかどうか 

を判断する方法として費用便益分析が注目されている． 

今回の研究において，事業を実施した段階から得られ

る利益をすべて便益とし，評価方法としては，費用便

益比(B/C)，経済的純現在価値(B-C)を利用して行う．費

用便益分析は，鉄道プロジェクトの評価手法マニュア

ルを参考にして実施する． 

 費用と便益の評価項目としては，表 4,1 に示す． 

利用者便益について

は，走行時間短縮便益

を考え，供給者便益は，

運賃収入，環境改善便

益については，CO2排出

量の減少について考慮

する．費用便益分析の

基本的数値の設定とし

ては，表 4,2 に示す．計算方法としては，自動車 2 車線

の場合と，LRT を考慮した場合の自動車 1 車線の場合

を考える．また，LRT への転換としては，Case1:初年度

から 5 年ごとに LRT 対自動車の割合が 3 対 7，4 対 6，

5 対 5，6 対 4，7 対 3 と増える，Case2:初年度から 3 年

ごとに LRT 対自動車の割合が 3 対 7，4 対 6，5 対 5，6

対 4，7 対 3 と増える，Case3:初年度から 2 年ごとに LRT

対自動車の割合が 3 対 7，4 対 6，5 対 5，6 対 4，7 対 3

と増えるという形とした．下に算出式を示す． 

･費用 

建設費，車両費用: 211 CCCT +=   (4,1) 

維持管理費: ( ) ( )∑
=

++=
n

t

tiCCCT
0

432 1  (4,2)  

 総費用:  21 CTCTCT +=      (4,3) 

ここで，CT1:LRT 建設費と車両費の総費用(億円)，CT2:

運行開始からの LRT，道路維持管理費の総費用(億円)，

CT:総費用(億円)，C１:LRT 建設費用(億円)，C2:LRT 車両

費用(億円)，C3:LRT 維持管理費用(億円/年)，C4:道路維

持管理費用(億円/年)，i:社会的割引率(=4％)，n:評価期

間(＝30 年) 
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費用 便益
建設費(LRT) 利用者便益

供給者便益
環境改善便益

維持管理費(道
路，LRT)

表 4,1 評価項目 

計算期間 30年間
基準年次 評価時点

社会的割引率 4%
時間評価値 36.65円/分

表 4,2 基本的数値 
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･利用者便益(走行時間短縮便益)  

LRT に転換する人: ( ) 3651211 ×××−= QTTBT α  (4,4) 

LRT に転換しない人: ( ) 3652312 ×××−= QTTBT α (4,5) 

走行時間短縮便益(1 年分): 21 BTBTtBT +=  (4,6) 

総走行時間短縮便益: ( )
tn

t
itBTBT ∑

=
+=

0
1  (4,7) 

ここで，BT1 :LRT に転換する人の走行時間短縮便益(億

円/年)，BT2 :LRT に転換しない人の走行時間短縮便益(億

円/年)，BTt :1 年分走行時間短縮便益(億円/年), BT :総走

行時間短縮便益(億円/年), i :社会的割引率(＝4%), n :評

価期間(＝30 年),α :人の時間評価値(＝36.65 円 /分), 

Q1 :LRT の需要人員(人),Q2 :LRT に転換後の車の需要人

員(人),T1 :LRT 整備前の自動車の所要時間(分),T2 :LRT

の所要時間(分),T3 :LRT 整備後の自動車の所要時間(分) 

･供給者便益(運賃収入)  

供給者便益: ( )∑
=

+=
n

t
titQBT

0
1  (4,8) 

ここで，BT:運賃のみの供給者便益,Qt :1 年間の運賃収入

(億円),i :社会的割引率(=4％),n:評価期間(=30 年) 

･環境改善便益(CO2排出量減少)  

自動車の最高走行速度を 50km/h とする．この場合の地

球温暖化に対する CO2 排出量(g-c/km/日)の算定式は，

(4.9)に示す．また，CO2の貨幣評価原単位は，炭素換算

トンあたり 2,300 円/t‐c を用いる．(平成 11 年価格) ま

た，LRT の CO2 排出係数は，555(g-c/編成･km) を使用

した． 

( )Qaap
k 21 12742 +=ζ  (4,9) 

ここで， p
kζ :CO2 排出量(g-c/km/日)，a1 :小型車混入率，

a2 :大型車混入率(a1+a2)=1.0，Q: 交通量(台/日) 

算定式 
自動車の場合(整備前): 36511 ×××= xLT p

k βζ  (4,10) 

自動車の場合(整備後): 36522 ×××= xLT p
k βζ  (4,11) 

LRT の場合: 3653 ××××= βδε xLT  (4,12) 
CO2減少便益(1 年分): ( )321 LTLTLTBTt +−=  (4,13) 

総 CO2減少便益: ( )
tn

t
itBTBT ∑

=
+=

0
1  (4,14) 

ここで，LT1:LRT 整備前の自動車の CO2 貨幣換算値(1

年分)，LT2:LRT 整備後の自動車の CO2貨幣換算値(1 年

分)，LT3:LRT の CO2貨幣換算値(1 年分)，
1

p
kζ :LRT 整

備前の自動車の CO2排出量(g-c/km/日)，
2

p
kζ :LRT 整備

後の自動車の CO2排出量(g-c/km/日)，β: CO2の貨幣評

価原単位(円/t‐c)，ε :LRT CO2 排出係数{＝555(g-c/車

両･km)}，δ :LRT 総編成数，x :走行距離(km)，BTｔ: CO2

減少便益(1 年分)，BT:総 CO2減少便益，n :評価期間(＝

30 年)，i :社会的割引率(=4%) 

・費用便益分析結果 

 

 

 

        

 

 

 費用便益比，経済的純現在価値について，都心部対郊

外の割合が 8 対 2，7 対 3，の割合になるにつれて B/C，

B-C とも順に減った．費用便益比に関して Case1，Case2，

Case3 ともに１を超え，経済的純現在価値についてもす

べて 0 以上の値を得ることができ，事業の推進が妥当

であるといえる． 

５．結論 

LRT 導入前後における費用便益分析の結果としては，

LRT を導入した方が社会的に便益が見込まれ事業の推

進も妥当であるという結果を得られた．特に，都心対

郊外の比が 8 対 2 の場合に最も B/C が高く，純便益を

得ることが出来た．そして，LRT への転換率が早まっ

ていくことで，さらに純便益が大きくなっていく．つ

まり，LRT 導入効果を高めるには早い段階で LRT の需

要を高めていく必要がある．また，便益を増加させる

ための方法として，LRT 車両数を十分に確保し，運行

間隔を短くしサービス水準を達成すること，LRT の運

賃補助，運賃徴収方式の効率化，LRT と自動車の混合

レーンでなく完全な離軌道を確保し，信号交差点は優

先通行を徹底させることなどがあげられる． 
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表 4,3 費用計算結果 

建設費 300億円 case1 706.42
車両費 3.4億円 case2 708.11
運賃 150円 case3 709.11

費用項目 総費用(億円)

表 4,4 便益計算結果 

都心対郊外 8対2 7対3
case1 910.33 890.92 2.08 301.75
case2 1059.6 906.96 2.42 338.92
case3 1140.63 915.75 2.63 360.53

利用者便益(億円) 環境改善便
益(億円)

供給者便
益(億円)

表 4,5費用便益比，経済的純現在価値(億円)
8対2 7対3 8対2 7対3
B/C B/C B-C B-C

case1 1.72 1.69 507.73 488.32
case2 1.98 1.76 694.52 541.87
case3 2.12 1.80 797.37 572.49

都心対郊外
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